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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第14期

第１四半期
連結累計期間

第15期
第１四半期
連結累計期間

第14期

会計期間
自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日

自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日

売上高 （百万円） 857,102 740,665 3,431,740

営業利益又は営業損失（△） （百万円） 24,600 △4,215 90,638

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 28,707 △13,368 64,239

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） （百万円）

17,349 △11,722 33,657

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 19,628 △45,331 △97,161

純資産額 （百万円） 1,986,536 1,805,556 1,857,921

総資産額 （百万円） 4,510,827 4,236,860 4,234,884

１株当たり四半期（当期）純利

益金額又は１株当たり四半期純

損失金額（△） （円）

30.09 △20.33 58.36

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額 （円）
－ － －

自己資本比率 （％） 42.9 41.4 42.6

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。

３ 第14期第１四半期連結累計期間および第14期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第15期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間における事業の内容の変更と主な関係会社の異動は、以下のとおりで

あります。

　ＪＦＥメカニカル㈱とＪＦＥ電制㈱は、平成28年４月１日にＪＦＥメカニカル㈱を存続会社とし

て合併し、ＪＦＥプラントエンジ㈱に商号変更いたしました。

　その他の事業の内容および主な関係会社について、当第１四半期連結累計期間において重要な変

更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、事業等のリスクについて新たに発生した事項または重要な

変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、新たに締結し、または重要な変更もしくは解約がなされた

経営上の重要な契約等は、次のとおりであります。

 

（１）経営上の重要な契約等（技術に関わる契約を除く）

　　　当第１四半期連結会計期間において新たに締結したものは、以下のとおりであります。

 

契約会社名 相手方の名称 契約内容 契約締結日

ＪＦＥスチール㈱

（連結子会社）

ニューコア・コーポレー

ション（米国）他

メキシコにおける溶融亜鉛鍍金鋼板の

製造・販売事業に関する合弁協定
平成28年６月８日

 

 

（２）技術に関わる契約

　　　該当事項はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 重要な会計上の見積り

　当社の四半期連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づ

き作成しております。四半期連結財務諸表の作成にあたっては、会計上の見積りを行う必要があ

り、一部の収益計上、各種引当金の計上、固定資産の減損に係る会計基準における回収可能価額の

算定、繰延税金資産の回収可能性の判断等につきましては、過去の実績や当四半期連結会計期間末

での状況等に基づき、一定の合理的な方法により見積りを行っております。見積り特有の不確実性

が存在するため、実際の結果はこれらの見積りと異なる可能性がありますが、重大な影響はないも

のと考えております。

 

(2) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間のわが国経済は、企業収益や雇用情勢は底堅く推移しているものの、

個人消費の低迷や急速な円高の進行に伴う輸出の伸び悩みなど、内外需とも力強さを欠き、景気は

足踏み状態となりました。また、海外経済は新興国経済の下振れリスクや英国のＥＵ離脱の影響等

により、先行きの不透明感が強まりました。

　このような状況のもと、セグメント別の業績は、以下のとおりとなりました。

 

　鉄鋼事業においては、昨夏以降急激に下落した海外における鋼材市況に下げ止まりが見え、分野

によっては一定の回復が見られます。しかしながら、アジアにおける鋼材の供給過剰による販売価

格の下落の影響は大きく、売上高は5,284億円と前年同四半期連結累計期間に比べ924億円

（14.9％）の減収となりました。損益については、収益改善に継続的に取り組んだものの、販売環

境の悪化や原料価格の下落による棚卸資産評価差に加え、為替変動の影響もあり、203億円の経常

損失となり、前年同四半期連結累計期間に比べ418億円悪化しました。

　エンジニアリング事業においては、受注済プロジェクトを着実に遂行した結果、売上高は804億

円と前年同四半期連結累計期間に比べ110億円（15.9％）の増収となりました。損益については、

18億円の経常利益となり、前年同四半期連結累計期間に比べ21億円好転しました。

　商社事業においては、国内外における販売単価の下落等により、売上高は3,930億円と前年同四

半期連結累計期間に比べ721億円（15.5％）の減収となりました。また経常利益は45億円となり、

前年同四半期連結累計期間に比べ９億円の減益となりました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の売上高は、前年同四半期連結累

計期間に比べ1,165億円の減収となる7,406億円となりました。営業損失は42億円となり、前年同四

半期連結累計期間に比べ288億円悪化しました。経常損失は133億円となり、前年同四半期連結累計

期間に比べ420億円悪化しました。

　また、税金等調整前四半期純損失は133億円、親会社株主に帰属する四半期純損失は117億円とな

り、前年同四半期連結累計期間に比べそれぞれ420億円、290億円悪化しました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はあり

ません。
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　なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めてお

り、その内容は次のとおりであります。

① 基本方針

　当社は、経営支配権の異動は、企業活動・経済の活性化にとって有効な手段の一つであり、当社

株式の大規模買付行為が開始された場合において、これを受け入れるかどうかは、原則として、株

主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えております。

　しかしながら、大規模買付行為またはこれに関する提案につきましては、株主の皆様が、当該大

規模買付行為または提案の企業価値および株主共同の利益への影響を的確に判断する必要があると

認識しております。そのためには、大規模買付者および当社取締役会の双方から、株主の皆様に迅

速に必要かつ十分な情報・意見・提案等の提供と、それらを検討するための必要かつ十分な時間を

確保することといたします。

 

② 基本方針の実現に資する特別な取り組み

・企業理念と経営の基本姿勢

　当社グループは、企業理念である「常に世界最高の技術をもって社会に貢献する」ことを通じ

て、企業価値および株主共同の利益の向上に誠実に努めることを経営の基本姿勢としております。

 

・当社発足以来の実績

　当社発足後の第１次中期経営計画（平成15～17年度）および第２次中期経営計画（平成18～20年

度）においては、その創設の狙いを最大限発揮することにより、収益性の高い企業体質の確立と、

将来の成長に向けた基盤作りに着実に取り組み、高い水準の収益をあげることができました。

　第３次中期経営計画（平成21～23年度）では世界金融危機や東日本大震災の発生等、厳しい経営

環境の中、強靭な企業体質の構築に取り組み、中長期的な企業価値の向上を図ってまいりました。

　前中期経営計画（平成24～26年度）において、持続的な成長のため企業体質の強化に取り組み、

商社事業の資本再編および造船事業の再編ならびに半導体事業の譲渡といった、事業ポートフォリ

オの見直しを行ないました。鉄鋼事業においては、設備更新等の国内製造基盤の整備や、アジアを

中心とする海外事業投資を行なってまいりました。エンジニアリング事業においては、復興再生や

太陽光発電等国内需要を捕捉するとともに、海外でのM&Aを推進し事業拡大にも取り組みました。

商社事業においては、事業買収等による海外拠点の拡大等サプライチェーンの強化を実施しまし

た。

 

・新たな成長戦略の推進

　ＪＦＥグループを取り巻く事業環境は、国内では国土強靭化政策やオリンピック・パラリンピッ

クへの対応などにより底堅い需要が見込まれ、また海外では社会インフラの整備や省エネルギー・

環境対応ニーズ等の拡大が期待されるものの、新興国経済の減速に伴う世界的な需給ギャップの拡

大や資源価格の低迷、為替相場の急激な変動および一部地域における地政学的リスク等により厳し

い状況が続いております。

　このような状況のもと、ＪＦＥグループでは平成27年度から平成29年度の事業運営の方針となる

第５次中期経営計画を策定し、その達成に向けた着実な取り組みを進めております。ＪＦＥグルー

プが持つ「技術の優位性」、「多様な人材力」そして広い事業領域で培った「グループの総合力」

を活用し、国内収益基盤の強化と海外事業収益の拡大を図り持続的な成長と企業価値向上を図って

まいります。
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・コーポレートガバナンス強化

　当社では、経営の透明性および公平性を徹底することにより、企業価値および株主共同の利益の

向上を目指し、コーポレートガバナンスに関する各種制度・仕組を整備・構築してまいりました。

　複数の特性の異なる事業から構成されている当社グループにおいては、各事業の執行を当社グ

ループに属する事業会社に委ねる体制を採る一方、純粋持株会社である当社は、グループ経営の統

括により経営の実効性を改善するとともに、社外監査役を含む監査役監査、社外取締役の登用、取

締役任期の短縮によりコーポレートガバナンス強化を図ってまいりました。

　当社は当社およびＪＦＥグループが、持続的な成長および中長期的な企業価値の向上を実現し、

企業理念を実践するために最良のコーポレートガバナンスを追求しその更なる充実を図ることを目

的として、平成27年10月に「ＪＦＥホールディングス コーポレートガバナンス基本方針」を制定

しました。また、取締役等の人事および報酬について、公正性、客観性および透明性を担保すべ

く、取締役会の諮問機関として、指名委員会および報酬委員会を設置しました。指名委員会および

報酬委員会は、それぞれ委員の過半数を社外役員で構成し、委員長はいずれも社外役員の中から決

定しております。今後の事業運営に際しましても、公正・公平・透明なコーポレートガバナンスを

徹底し、企業価値および株主共同の利益を向上させてまいります。

 

・すべてのステークホルダーの皆様とともに

　当社グループでは、製鉄所見学会等を開催して当社株主の皆様とコミュニケーションを深めるほ

か、お客様との技術的連携を通じたわが国製造業の競争力向上への貢献、地球環境保全に役立つ技

術開発や、定期的な中途採用を含む雇用の促進、健全な労使関係、安全な労働環境、地域社会との

共存等に努めるなど、すべてのステークホルダーの皆様からご支持とご協力がいただけるよう努力

してまいります。

 

③ 基本方針に照らして不適切な者によって会社の財務および事業の方針の決定が支配されること

を防止するための取り組み

 

　当社は、平成19年３月１日開催の取締役会において、「当社株式の大規模な買付行為に関する対

応方針」（以下「本対応方針」という。）の導入を決定し、同年およびその後の本対応方針の有効

期限である２年ごとの定時株主総会において株主の皆様のご承認をいただいたうえで、本対応方針

を継続しております。

　本対応方針により、具体的には、議決権割合20％以上の当社株式を取得しようとする大規模買付

者に対し、大規模買付行為完了後の経営方針および事業計画等の提示を事前に求めます。その後一

定期間、当社取締役会は、大規模買付者が本対応方針に基づくルールを遵守したか否か、あるい

は、当該提案内容が当社に回復しがたい損害をもたらすことがないか、企業価値、株主共同の利益

を著しく損なうことがないか、という観点から評価、検討を行ない、取締役会としての意見を開示

するとともに、大規模買付者と交渉したり、取締役会として株主の皆様へ代替案を提示したりする

ことがあります。

　また、社外取締役および社外監査役計３名から構成される特別委員会を設置し、特別委員会が大

規模買付行為を抑止するための措置の発動を勧告した場合には、それを最大限尊重した上で、外部

専門家の意見も参考にしつつ、当社取締役会は、企業価値および株主共同の利益の保護を目的とし

て、新株予約権の発行等、会社法その他の法律および当社定款が取締役会の権限として認める対抗

措置の発動を行なうことがあります。
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④上記の取り組みが、上記基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうものでなく、か

つ、会社役員の地位の維持を目的とするものではないことおよびその理由

 

　本対応方針は、当社株式の大規模買付行為が開始された場合において、株主の皆様に迅速に必要

かつ十分な情報・意見・提案等の提供と、それらを検討するための必要かつ十分な時間を確保する

ことにより、株主の皆様が、当該大規模買付行為の企業価値および株主共同の利益への影響を的確

に判断することを担保するためのものです。従って、上記基本方針に沿った内容であり、株主共同

の利益を損なうものではありません。

　また、当該大規模買付行為に関する当社取締役会の判断における透明性、客観性、公正性および

合理性を担保するため、取締役会から独立した組織として、社外取締役および社外監査役計３名か

ら構成される特別委員会を設置することに加え、本対応方針の継続については昨年の定時株主総会

でご承認をいただいており、会社役員の地位の維持を目的とするものでもありません。
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 (4) 研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、7,462百万円であり

ます。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更は

ありません。

 

(5) 生産、受注及び販売の実績

　当第１四半期連結累計期間における受注実績は以下のとおりであります。

　セグメントの名称 　受注実績（百万円）
　前年同四半期累計

　期間比増減（％）

　エンジニアリング事業 　　　　106,194 　　　　＋8.9

 
　　（注）エンジニアリング事業の受注実績については、個別案件の受注時期により、対前年同四半期累計期間比では

大幅な変動が生じ得るため、継続的に記載することとしております。

 

　生産および販売の実績については著しい変動はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 2,298,000,000

計 2,298,000,000

 

②【発行済株式】

種類

第１四半期
会計期間末現在
発行数（株）

（平成28年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成28年８月３日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 614,438,399 614,438,399

東京証券取引所

名古屋証券取引所

（以上市場第一部）

単元株式数100株

計 614,438,399 614,438,399 ― ―

 

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成28年４月１日～

平成28年６月30日
― 614,438 ― 147,143 ― 772,574
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（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

 

（７）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」につきましては、株主名簿の記録が確認で

きず、記載することができないため、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿に

よる記載をしております。

①【発行済株式】

平成28年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式

（自己株式等）
－ － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式

（自己株式等）

（自己株式）

普通株式

37,545,800

－ 単元株式数100株

（相互保有株式）

普通株式

492,600

－ 同上

完全議決権株式（その他）
普通株式

571,842,900
5,718,429 同上

単元未満株式
普通株式

4,557,099
－

（注）１

（注）２

発行済株式総数 614,438,399 － －

総株主の議決権 － 5,718,429 －

（注）１　１単元（100株）未満の株式であります。

２　以下のとおり、自己株式および相互保有株式が含まれております。

自己株式 当社 6株

相互保有株式 日本鋳造㈱ 48 

 品川リフラクトリーズ㈱ 74 

 阪和工材㈱ 20 

 

 

大阪鋼圧㈱

㈱ＪＦＥサンソセンター

82

74

 

 

 

 

日本鋳鉄管㈱

日伸運輸㈱

69

45

 

 計 418 
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②【自己株式等】

平成28年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所
有株式数
（株）

他人名
義所有
株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％）

（自己株式）      

当社
東京都千代田区内幸町

二丁目２番３号
37,545,800 － 37,545,800 6.11

（相互保有株式）      

日本鋳造㈱
神奈川県川崎市川崎区

白石町２番１号
190,500 － 190,500 0.03

品川リフラクトリーズ㈱
東京都千代田区大手町

二丁目２番１号
154,800 － 154,800 0.03

阪和工材㈱
大阪府大阪市淀川区

西宮原一丁目８番24号
65,400 － 65,400 0.01

大阪鋼圧㈱
大阪府大阪市大正区

泉尾七丁目１番11号
37,700 － 37,700 0.01

㈱野上シエル中子製作所
大阪府岸和田市田治米

町209番地
22,500 － 22,500 0.00

㈱ＪＦＥサンソセンター
広島県福山市鋼管町１

番地
11,800 － 11,800 0.00

日本鋳鉄管㈱
埼玉県久喜市菖蒲町

昭和沼１番地
9,900 － 9,900 0.00

相互保有株式　小計 － 492,600 － 492,600 0.08

計 － 38,038,400 － 38,038,400 6.19

　（注）１　このほか、株主名簿上はＪＦＥスチール㈱およびＪＦＥエンジニアリング㈱となっておりますが実質的に所

有していない株式がそれぞれ900株、100株あります。

２ 上記１の株式は、いずれも①発行済株式の「完全議決権株式（その他）」に含まれております。

３　当社による自己株式の保有状況につきましては、当第１四半期会計期間末日において、37,551,450株を保有

しており、その発行済株式総数に対する割合は6.11％であります。

 

２【役員の状況】

　（取締役および監査役の状況）

　　　前事業年度の有価証券報告書の提出日以降、当四半期累計期間において、取締役および監査役

の異動はありません。

　（執行役員の状況）

　　　前事業年度の有価証券報告書の提出日以降、当四半期累計期間において、執行役員の異動はあ

りません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。
 

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年

４月１日から平成28年６月30日まで）および第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レ

ビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 64,654 209,863

受取手形及び売掛金 720,639 618,615

商品及び製品 311,234 299,941

仕掛品 43,657 61,060

原材料及び貯蔵品 402,406 382,295

その他 166,672 178,740

貸倒引当金 △1,434 △1,312

流動資産合計 1,707,829 1,749,203

固定資産   

有形固定資産   

機械装置及び運搬具（純額） 606,546 627,252

土地 497,285 497,001

その他（純額） 523,354 497,320

有形固定資産合計 1,627,186 1,621,574

無形固定資産 81,403 79,175

投資その他の資産   

投資有価証券 749,177 709,985

その他 73,809 80,524

貸倒引当金 △4,521 △3,604

投資その他の資産合計 818,465 786,906

固定資産合計 2,527,054 2,487,656

資産合計 4,234,884 4,236,860
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 422,331 396,130

短期借入金 353,382 290,623

コマーシャル・ペーパー 36,000 -

1年内償還予定の社債 20,000 70,000

引当金 11,185 10,289

その他 315,286 300,036

流動負債合計 1,158,185 1,067,079

固定負債   

社債 125,000 75,000

長期借入金 844,990 1,048,707

引当金 51,354 50,703

退職給付に係る負債 125,283 123,244

その他 72,148 66,568

固定負債合計 1,218,776 1,364,224

負債合計 2,376,962 2,431,304

純資産の部   

株主資本   

資本金 147,143 147,143

資本剰余金 646,380 646,383

利益剰余金 1,065,037 1,047,544

自己株式 △178,654 △178,660

株主資本合計 1,679,906 1,662,409

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 101,709 83,479

繰延ヘッジ損益 △3,119 △3,338

土地再評価差額金 16,328 16,328

為替換算調整勘定 14,503 △2,146

退職給付に係る調整累計額 △5,130 △4,409

その他の包括利益累計額合計 124,290 89,913

非支配株主持分 53,724 53,233

純資産合計 1,857,921 1,805,556

負債純資産合計 4,234,884 4,236,860
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高 857,102 740,665

売上原価 753,637 666,638

売上総利益 103,465 74,026

販売費及び一般管理費 78,865 78,242

営業利益又は営業損失（△） 24,600 △4,215

営業外収益   

受取利息 251 284

受取配当金 5,842 5,486

その他 8,857 5,158

営業外収益合計 14,951 10,928

営業外費用   

支払利息 3,268 2,781

為替差損 - 7,069

その他 7,574 10,231

営業外費用合計 10,843 20,082

経常利益又は経常損失（△） 28,707 △13,368

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
28,707 △13,368

法人税等 10,661 △2,557

四半期純利益又は四半期純損失（△） 18,046 △10,811

非支配株主に帰属する四半期純利益 696 910

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
17,349 △11,722
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 18,046 △10,811

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 6,382 △18,249

繰延ヘッジ損益 △909 400

為替換算調整勘定 △2,552 △6,340

退職給付に係る調整額 150 556

持分法適用会社に対する持分相当額 △1,488 △10,886

その他の包括利益合計 1,582 △34,519

四半期包括利益 19,628 △45,331

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 18,782 △46,099

非支配株主に係る四半期包括利益 845 768
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

　当第１四半期連結会計期間より、ＪＦＥ電制㈱を連結の範囲から除外しております。これは平成28年４月１日

にＪＦＥメカニカル㈱を存続会社として合併（合併後、ＪＦＥプラントエンジ㈱に商号変更）したためでありま

す。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建

物附属設備および構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の営業損失、経常損失および税金等調整前四半期純損失はそれぞれ36百

万円減少しております。

 

（追加情報）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第

１四半期連結会計期間から適用しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１ 保証債務等

 下記会社の金融機関借入金等について保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

日伯ニオブ㈱ 9,491百万円 9,002百万円

フォルモサ・ハティン(ケイマン)・リミ

テッド
－百万円 7,913百万円

ジャパントンネルシステムズ㈱ 2,999百万円 3,153百万円

カワリン・エンタープライズ・プライ

ベート・リミテッド
1,281百万円 1,254百万円

その他 1,223百万円 1,316百万円

計 14,995百万円 22,640百万円

 

 上記の他、バイヤウェン・コール・プロプライタリー・リミテッドおよび水島エコワークス㈱に関し将来発生

の可能性がある債務について保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

保証限度額 10,900百万円 10,483百万円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

減価償却費 42,341百万円 42,765百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１　配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 23,080 40 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

 

 

２　株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１　配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月23日

定時株主総会
普通株式 5,768 10 平成28年３月31日 平成28年６月24日 利益剰余金

 

 

２　株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】
Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 鉄鋼
エンジニア
リング

商社 計

売上高 620,892 69,489 465,169 1,155,552 △298,449 857,102

セグメント利益又
は損失（△）

21,550 △388 5,434 26,596 2,111 28,707

（注）１　セグメント利益又は損失の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社利益946百万円、ジャ

パン　マリンユナイテッド㈱に係る持分法による投資利益1,705百万円、その他セグメント間取引消

去等△540百万円であります。全社利益は、当社の利益であります。

２　セグメント利益又は損失および四半期連結損益計算書計上額は、経常損益であります。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 鉄鋼
エンジニア
リング

商社 計

売上高 528,407 80,454 393,088 1,001,950 △261,285 740,665

セグメント利益又
は損失（△）

△20,334 1,802 4,536 △13,995 627 △13,368

（注）１　セグメント利益又は損失の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社利益424百万円、ジャ

パン　マリンユナイテッド㈱に係る持分法による投資利益136百万円、その他セグメント間取引消去

等66百万円であります。全社利益は、当社の利益であります。

２　セグメント利益又は損失および四半期連結損益計算書計上額は、経常損益であります。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）および算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四

半期純損失金額（△）
30円09銭 △20円33銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親

会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）
17,349百万円 △11,722百万円

普通株主に帰属しない金額 　　　　　　　　－百万円 　　　　　　　－百万円

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）

17,349百万円 △11,722百万円

普通株式の期中平均株式数 576,675千株 576,720千株

 
（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第１四半期連結累計期間は潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。当第１四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
 

 

 

 

EDINET提出書類

ジェイ　エフ　イー　ホールディングス株式会社(E01264)

四半期報告書

21/26



第二部【提出会社の保証会社等の情報】

第１【保証会社情報】

１【保証の対象となっている社債】

名称 発行年月日
券面総額

（百万円）

償還額

（百万円）

第１四半期会計期間

末現在の未償還額

（百万円）

上場

取引所

ジェイ エフ イー ホールディングス
株式会社第16回無担保社債
（ＪＦＥスチール株式会社保証付）

平成22年

５月27日
20,000 ― 20,000 ―

ジェイ エフ イー ホールディングス
株式会社第17回無担保社債
（ＪＦＥスチール株式会社保証付）

平成23年

６月８日
30,000 ― 30,000 ―

ジェイ エフ イー ホールディングス
株式会社第18回無担保社債
（ＪＦＥスチール株式会社保証付）

平成23年

９月５日
20,000 ― 20,000 ―

ジェイ エフ イー ホールディングス
株式会社第19回無担保社債
（ＪＦＥスチール株式会社保証付）

平成23年

９月５日
15,000 ― 15,000 ―

ジェイ エフ イー ホールディングス
株式会社第20回無担保社債
（ＪＦＥスチール株式会社保証付）

平成24年

４月17日
30,000 ― 30,000 ―

ジェイ エフ イー ホールディングス
株式会社第21回無担保社債
（ＪＦＥスチール株式会社保証付）

平成26年

３月13日
10,000 ― 10,000 ―

ジェイ エフ イー ホールディングス
株式会社第22回無担保社債
（ＪＦＥスチール株式会社保証付）

平成26年

９月19日
20,000 ― 20,000 ―

合計 ― 145,000 ― 145,000 ―

（注）保証会社はＪＦＥスチール㈱であります。
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２【継続開示会社たる保証会社に関する事項】

該当事項はありません。
 

３【継続開示会社に該当しない保証会社に関する事項】

（１）会社名、代表者の役職氏名及び本店の所在地

会社名 　ＪＦＥスチール株式会社

代表者の役職氏名 　代表取締役社長　　柿　木　厚　司

本店の所在の場所 　東京都千代田区内幸町二丁目２番３号

 

（２）当該保証会社の直近の事業年度に関する業績の概要

 

　　保証会社の直近の事業年度に関する業績の概要は、提出会社の第14期事業年度（自 平成27年

４月１日 至 平成28年３月31日）にかかる有価証券報告書 第二部 提出会社の保証会社等の情

報の第１ 保証会社情報 を参照ください。
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第２【保証会社以外の会社の情報】

 該当事項はありません。
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第３【指数等の情報】

 該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年８月３日

ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社

代表取締役社長 林 田 英 治 殿

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中　島　康　晴　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 柴　田　芳　宏　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 西　野　尚　弥　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 稻　吉　　　崇　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジェイ エフ

イー ホールディングス株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期

間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計

算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成

28年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 
 
（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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